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経済財政運営と改革の基本方針（平成25年6月14日閣議決定）

（都市再生・まちづくり、地域活性化等）
人口減少や高齢化が進展する地方都市においては、上記の連携を活かし、民間の知恵や資金を活用しつつ、
それぞれの地域戦略に基づき、コンパクト・シティやスマート・シティを実現・拡大するとともに、公共交通の充実
や高齢者等が安心して暮らせる住宅の整備等を行う。

日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）

５．立地競争力の更なる強化
○コンパクトシティの実現
・本年中に都市再構築戦略を策定し、地方都市におけるコンパクトシティの実現に向けて、支援措置や土地利用制度との
組合せによる民間を活用した住居や生活機能の街なかへの誘導、空き地の集約化、空きビル等の活用推進のための
制度構築や市役所、学校跡地等の公的不動産の有効活用の推進など民間主導による「身の丈に合った再整備」、来訪
型の都市型産業の立地を促進することにより、都市構造のリノベーションを推進する。
・空き店舗の流動化を促す新たな仕組み等による投資や企業の喚起、合併市も含む小規模な都市等での取組等を通じ、
民間投資の喚起を軸とする中心市街地活性化を図る。

テーマ１ 国民の「健康寿命」の延伸
○安心して歩いて暮らせるまちづくり
・安心・健康・省エネでバリアフリーにも配慮した歩いて暮らせるまちづくり「スマートウェルネス住宅・シティ」を実現し、次
世代の住宅・まちづくり産業を創出するため、以下の取組を行う。
②高齢者向け住宅や生活拠点の集約化、ＩＣＴを活用した見守り等を推進するとともに、公民のストックを活用するため、
既存住宅の建物評価に係る指針策定（今年度中）、既存住宅・リフォームの性能評価基準等の策定（今年度中）等に
よる住宅価値向上や事業者間連携の強化、住み替えの円滑化等の支援

骨太の方針と日本再興戦略
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都市再構築戦略検討委員会

○ 「都市再構築戦略検討委員会」（委員長：奥野信宏中京大学理事）（平成２５年４月設置）につい

ては、平成２５年７月１１日までに計７回の委員会を開催し、７月３１日に中間とりまとめを公表。

第１回 今後の進め方等
（４月９日） ・我が国の都市を巡る現状

・基本的な論点

第２回 地方都市① 現状と課題
（４月２３日） ・専門家からのプレゼンテーション

・ＰＲＥ（公的不動産）の活用

第３回 地方都市② ケーススタディ
（５月１５日） ・地方公共団体からのプレゼンテーション

第４回 地方都市③ 今後の方向性
（５月２８日）

第５回 大都市圏① 大都市の国際競争力
（６月１７日） ・大都市の国際競争力の現状

・専門家からのプレゼンテーション

第６回 大都市圏② 大都市の諸課題
（６月２５日） ・大都市の諸課題 （大規模な高齢者数の増加等）

・専門家からのプレゼンテーション

第７回 これまでの議論の整理（中間とりまとめ）
（７月１１日）

浅見 泰司 東京大学大学院工学系研究科教授
○ 奥野 信宏 中京大学理事
小澤 吉則 一般財団法人長野経済研究所調査部長
岸井 隆幸 日本大学理工学部教授
正田 寛 太田商工会議所会頭
辻 琢也 一橋大学大学院法学研究科教授
辻 哲夫 東京大学高齢社会総合研究機構教授
寺島 実郎 一般財団法人日本総合研究所理事長
根本 祐二 東洋大学大学院経済学研究科教授
藤木 正和 三協立山株式会社代表取締役社長
藤沢 久美 シンクタンク・ソフィアバンク代表
村木 美貴 千葉大学大学院工学研究科教授
藻谷 浩介 株式会社日本総合研究所調査部

主席研究員
若林 資典 みずほ銀行産業調査部長

（敬称略、50音順、○印は委員長）

【開催経過】 【委員一覧】
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○ 地方都市においては、人口がピークをうってから１０年ほど経ち、老年人口の増加は緩慢になる
が、生産年齢人口は大幅に減少すると見込まれる。

(注)福島県は県全体での推計しか行われていないため、集計の対象外とした 。
出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）

「県庁所在都市」＝三大都市圏を除く、道県庁を有する市町村。

「人口１０万人クラス」＝三大都市圏、県庁所在都市を除く 、人口５万人～１５万人の市町村。
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2010年
全体人口1,006万人

229万人
（約23%）

639万人
（約64%）

138万人
（約14%）

老年人口

生産年齢人口

幼年人口 86万人
（約10% ）

446万人
（約53%）

306万人
（約37%）

168万人
(約11%)

829万人
(約52%)

587万人
(約37%)2010年から＋34％

＋77万人

2010年から△30％
△193万人

2010年から△38%
△52万人

2010年から＋16％
＋81万人

2010年から△40%
△110万人

地方都市の現状・課題～①人口減少と高齢化
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図 県庁所在地の人口の推移

（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（人口 単位：万人）

（年）

図 県庁所在地のDID面積の推移
（三大都市圏及び政令指定都市を除く）

（年）

（面積 単位：k㎡）

1970年→2010年

DID面積は倍増

〈１都市あたりの平均人口〉

1970年→2010年

人口は約２割増加

約40年前の

1970年と同水準

〈１都市あたりの平均DID面積〉

出典：国勢調査
国立社会保障・人口問題研究所（平成２５年３月推計）

○ これまでに人口増とともに市街地は郊外へと急速に拡大。
○地方圏の県庁所在都市においては、１９７０年から２０１０年までに人口が約２割増加する中で、市街地は２倍
に拡大。このままでいくと、拡大した市街地に高齢者をはじめとして疎に居住する状況になりかねない。

地方都市の現状・課題～②薄く拡散した地方都市
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利用圏内の顧客の減少

空き家・空き店舗等の
発生を更に加速

商業・介護・医療機関等の撤退
新規立地が困難に

自動車利用が困難な
高齢者の増加

人口減少・点在居住 高齢者の増加

買い物・介護等が不便になり、
都市に住み続けることが困難

【生活機能の衰退】

一定の人口密度（利用圏人
口）に支えられた各種生活機

能（医療・福祉・商業・公共交
通等）が成立しなくなり、全て
の市街地において、生活そ
のものが困難になる

【地域経済の衰退】

生活に不便なまちにおいて
は雇用確保が困難になり、企

業撤退・新規立地抑制の要
因となる

【地域活性化余力の衰退】

社会保障費や公共施設・イ
ンフラの維持更新費用の増

大、住民税収や固定資産税
収の減少により、地方自治体
の財政が圧迫

地方都市の現状・課題～まとめ～
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大都市圏の現状・課題～①高齢者数の増加～

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

※ 「東京圏」は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県。「名古屋圏」は愛知県、

三重県、岐阜県。「関西圏」は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。

増加数 増加率

65歳～ 約103万人 24.9%

75歳～ 約94万人 39.4%

85歳以上 約190万人 240.4%

65歳～ 約17万人 12.5%

75歳～ 約18万人 22.0%

85歳以上 約55万人 191.3%

65歳～ 約12万人 5.3%

75歳～ 約25万人 17.9%

85歳以上 約101万人 207.6%

65歳～ 約-16万人 -

75歳～ 約12万人 2.0%

85歳以上 約308万人 136.2%

東京圏

名古屋圏

関西圏

その他

○ 東京圏の高齢者数は、2010年から2040年に向けて65～74歳は103万人（24％）、75～84歳は94
万人（39％）増加。85歳以上については、190万人（240％）と大幅に増加。

東京圏とその他地域における高齢者人口の増加量と増加率（年齢階級別） 2010年→2040年

東京圏 名古屋圏 関西圏

240％増

14.0%

8.1%

2. 7%

4.5 %
2 .8%

1.0%
7.9%

4.8%

1. 6%

25. 4%

19.4%

7 .7%
東京圏

24.8%

名古屋圏

8.3%

大阪圏

1 4.3%

その他

52.5 %

■65～74歳

■75～84歳

■85歳以上

13 .4%

8. 6%

7. 0%

3 .9%
2.6%

2.2%
6.4%

4. 3%
3 .9%

18. 9%

15. 1%

13 .8% 東京圏

28.9%

名古屋圏

8.7%

大阪圏

14.5%

その他

47.9 %

■65～74歳

■75～84歳

■85歳以上

〈2010年〉 〈2040年〉

東京圏とその他地域における高齢者人口全体に占める割合（年別）

8

１．都市再生に向けた取組

  0.0

  0.5

  1.0

  1.5

  2.0

  2.5

  3.0

  0.0

  20.0

  40.0

  60.0

  80.0

  100.0

  120.0

  140.0

  160.0

北
海
道

青
森

岩
手

宮
城

秋
田

山
形

福
島

茨
城

栃
木

群
馬

埼
玉

千
葉

東
京

神
奈
川

新
潟

富
山

石
川

福
井

山
梨

長
野

岐
阜

静
岡

愛
知

三
重

滋
賀

京
都

大
阪

兵
庫

奈
良

和
歌
山

鳥
取

島
根

岡
山

広
島

山
口

徳
島

香
川

愛
媛

高
知

福
岡

佐
賀

長
崎

熊
本

大
分

宮
崎

鹿
児
島

沖
縄

比
率

利
用
者
数
・定
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人
）

平成37年施設利用者数(推計)

平成22年介護保険施設利用者数

平成22年介護保険施設定員

平成37年利用者/平成22年定員（※）

平成22年利用者/平成22年定員

大都市圏の現状・課題～②介護サービス不足～

平成37年の施設のサービス利用者数(推計)に対する現在の介護保険施設定員数の比率

（出典）国土交通省「平成24年度首都圏整備に関する年次報告」

※平成22年性別・年齢別人口は「国勢調査」（総務省）、平成22年性別・年齢別・要介護
度別要介護認定者数、平成22年年齢別・要介護度別施設のサービス利用者数及び平
成22年の施設の定員数は「平成22年介護サービス施設・事業所調査」（厚生労働省）、
平成37年性別・年齢別人口は「日本の市区町村別将来推計人口（平成20年12月推計）」
（国立社会保障・人口問題研究所）をもとに国土交通省都市局作成。

○高齢者数の急増が見込まれる東京圏や関西圏では、介護サービス需要が大幅に増大すると予

想される。現在の介護保険施設の利用率をもとに単純に平成37年の施設利用者数を推計（※）す
ると、東京都では、現在（平成22年）の定員の2.5倍程度の人数となる。
※施設の性別・年齢階級別利用率が変わらないと仮定

（※ ）平成22年時点介護保険施設の
定員が平成37年まで全く増えない
と仮定した場合の施設定員数に対
する利用者の割合

※施設のサービスは、介護老人福祉施設、介護老人保健
施設、介護療養型医療施設のサービス。
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公共施設やインフラ（公的不動産）の課題

公的不動産の保有
○高度成長期以降、人口の増加による公共サービス需要の

増大・多様化に合わせ、様々な用途の公共施設を整備
し、各自治体は大きなストックを抱えている。

○特に、合併した市町村においては、人口と比較すると多く

の公共施設を保有しており、合併による効率化はまだ実
現されていない状況である。

公的不動産の老朽化
○ 高度成長期以後に整備された大量の公共施設が、築３０
年を超え、老朽化した施設が増加している。

○今後これらの老朽化した施設の大規模改修や更新に、多
大な財政負担が発生することが見込まれる。

地方財政のひっ迫
○少子高齢化や生産年齢人口の減少により、税収の減少と
ともに、扶助費等の歳出が増加。

○合併した市町村においては、地方交付税算定における特
例措置が終了し、歳入減が予想される。

公的不動産をめぐ
る大きな課題

○今後の財政状況
を踏まえると、現

在と同程度の公
的不動産を保有
することは困難。

○総量削減等を含

む再配置、公共
サービス提供の
あり方そのものの
見直しが必要。
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【市町村の中心的なエリア】
庁舎・公共施設を中心として必要な都市機能（医療・福祉・子育
て支援・教育文化・商業等）を充実

【比較的人口の多いエリア】
支所・公共施設を中心に地域の生活に必要な都市機能（医療・
商業等）を充実

ＰＲＥとまちづくりの連携 ～施設・施設跡地等～

◆駅前の公共施設跡地等を活用し、郊外からの市役所の移転

にあわせて建物を複合化することによりまちなかの活性化
を促進した事例（新潟県長岡市）

複合施設（アオーレ長岡）

旧庁舎位置

市役所移転

アリーナ・

市民ホール

市役所

市有地

駅

駅

○コンパクトシティ等の実現に向け、市役所・学校跡地等の公的不動産（ＰＲＥ）を活用し都市機能

の充実を図る。

11

機能の充実を図るための手法

公共による整備 民間による整備

庁舎等の公共施設と

民間施設の
合築・併築

公共施設等の

民間への貸付・譲渡
公共施設の多機能化

民間施設への

公共施設の
入居

１．都市再生に向けた取組
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○人口が急激に減少
○高齢者数の増加は大都市に比べて小幅

拡大した市街地に高齢者を中心とした住民が点在
して居住することになり、生活機能の低下、地域経

済・活力の衰退のおそれ

○人口は比較的維持
○郊外部を中心に高齢者（特に８５歳以上）が大幅に増加

医療・介護が需要超過に陥るとともに、

生きがいを失った高齢者の孤立化が進
展するおそれ

国内市場の縮小に伴い、国際競争力が
低下するおそれ

地方都市 大都市（郊外）大都市（中心）

２０４０年の姿：人口の減少、生業・家業のない孤立した高齢者の増加

○高齢者が地域の中で何らかの役割を

持ちながら生きがいを持って健やかに
暮らせるまち

○たとえ弱っても地域の中で暮らし続け

ることのできる地域包括ケアと連携し
たまち

○世界から情報・人材・資金が集まるま
ち

○オンだけでなくオフの魅力あふれるま

ち

まちづくりの目標：快適な暮らしと活力ある経済活動が営まれるまち

○人口密度の維持
○都市機能の集約立地の推進

○高齢者が出かけやすく、生きがいを感
じられるまちづくり

○効率的な医療福祉サービスを提供し

やすい都市構造の実現

○高度外国人材の安心で快適な生活環
境の実現

○世界に魅力を発信し、人や情報を惹

きつける都市の実現

実現に向けた戦略

○健康・快適なライフスタイルを送ることができ
るまち

○人口や年齢構成の変化に対応した経済活

動が営まれるまち

○財政面を含め持続可能な都市経営が可能
なまち

集約型の都市構造が必要

都市再構築戦略検討委員会 中間取りまとめの概要

12

１．都市再生に向けた取組

施策の方向性

○人口密度の維持に向けた戦略

・ 住宅立地、住み替えを促す仕組みの構築（土地利用
計画制度と誘導策のリンク）

・ 空き地の緑地活用等の支援

ある程度の人口密度を維持
（全ての人を集めることを目指す訳ではない）

○都市機能の計画的な配置に向けた戦略

・ 都市機能の計画的な配置（空き地の集約化・空きビ
ルの活用、除却）と、民間事業者による都市機能の整
備に対する税財政・金融支援

・ 公的不動産（学校・公民館・公有地等）の有効活用の
促進

都市機能（医療、福祉、商業等）の
計画的な配置を推進

○都市における一定の人口密度を維持することで、医療、福祉、買物といった生活サービスの提供が維持

されるよう、集約型の都市構造に向けた戦略を構築

・国は、都市の現状、今後の見通しや課題を明確にし、今後の都市のあり方を示すことが必要

・地域は、必要な都市機能を明確にしたビジョンを民間の意見も吸い上げながら作成する必要

13

１．都市再生に向けた取組
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目指すべき都市構造＝集約型の都市構造

串と団子型

富山市資料

多極ネットワーク型

島根県都市計画マスタープラン

あじさい型

北上市資料

合併前の旧町村中心部を地域拠点とし

て、中核拠点とネットワークで結ぶまちづく
り

徒歩圏を団子とし、一定水準以上のサービス
レベルの公共交通を串として団子をつなぐよう

な、公共交通を軸としたまちづくり

交通結節点であり多くの拠点機能の整って

いる都市の核と、都市内の各地区（生活
圏）が連携したまちづくり

地方都市の目指すべき都市構造のイメージ

14

１．都市再生に向けた取組

【地方都市リノベーション事業の創設（都市再生整備計画事業の拡充）】

地方都市の既成市街地等において、
既存ストックの有効活用を図りつつ、持
続可能な都市構造への再構築を図るた
め、地域の生活に必要な都市機能（医
療、商業等）の整備・維持を重点的かつ
集中的に支援することにより地域の中
心拠点・生活拠点の形成を推進し、地
域の活性化を図る。

中心拠点区域内において地方都市リノベーション事業として実施される市街地再開発事業に係る
地区面積要件緩和等

◆国費率の嵩上げ40%→50%
◆民間事業者による都市機能整備
について、共同施設整備費等に
加え、専有部についても一定条件
のもとで支援。

【地区面積要件緩和】

・都市局所管事業：原則10,000㎡以上→原則2,000㎡以上
・住宅局所管事業：原則 5,000㎡以上→原則1,000㎡以上

【交付対象額の嵩上げ】

土地整備及び共同施設整備の
交付対象額を1.35倍に嵩上げ

15

地方都市リノベーション事業の創設（平成24年度補正予算）
１．都市再生に向けた取組
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（設定は必須）
●人口集中地区（DID地区）

（※今後の直近の国勢調査で人口集中地区に含ま
れると見込まれる地域も含む。）

●鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が片道３本以上）

から半径１kmの範囲内

又はバス・軌道の停留所・停車場（ピーク時運行本数

が片道３本以上）から半径500ｍの範囲内

●公共用地率15％以上

（※今後、公共用地率が15％以上となることが確実

である地域も含む）

（設定は必須）
●人口集中地区（DID地区）

（※今後の直近の国勢調査で人口集中地区に含ま
れると見込まれる地域も含む。）

●鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が片道３本以上）

から半径１kmの範囲内

又はバス・軌道の停留所・停車場（ピーク時運行本数

が片道３本以上）から半径500ｍの範囲内

●公共用地率15％以上

（※今後、公共用地率が15％以上となることが確実

である地域も含む）

中心拠点区域

（参考）地方都市リノベーション事業における区域

（設定は任意）

「生活拠点区域」は、「中心拠点区域」を設定し、かつ、

生活拠点施設の整備を行う場合に限り、区域設定可能。

●中心拠点区域に接続するバス・鉄軌道の停留所・停車

場から半径100ｍの範囲内

●中心拠点区域の中心から半径５ｋｍの範囲内

●市街化区域内、又は区域区分が定められていない都市

計画区域において設定される用途地域内

（設定は任意）

「生活拠点区域」は、「中心拠点区域」を設定し、かつ、

生活拠点施設の整備を行う場合に限り、区域設定可能。

●中心拠点区域に接続するバス・鉄軌道の停留所・停車

場から半径100ｍの範囲内

●中心拠点区域の中心から半径５ｋｍの範囲内

●市街化区域内、又は区域区分が定められていない都市

計画区域において設定される用途地域内

生活拠点区域

16

中心拠点区域と生活拠点区域

１．都市再生に向けた取組

市町村が都市全体を見渡して立地適正化のためのマスタープランを策定

○福祉・医療等の生活サービス機能の計画的な配置を図るエリア（都市機能誘導区域（仮称））を設定し、

誘導したい機能を位置付け

：市町村内の中心的な拠点のみでなく、複数の生活拠点も対象

：総合病院、地域交流センターなど、誘導したい機能を具体的に位置付け

○まとまった居住の推進を図るエリア（居住誘導区域（仮称））を設定

：集落の歴史、合併の経緯等を意識してまとまりのあるエリアを設定

○維持・充実を図る公共交通を位置付け

○生活サービス機能や居住の誘導等を図るための支援策を一覧的に記載

（例）・容積率・用途規制の緩和

・市町村が行う補助制度、融資制度、税の減免措置

・直接活用が可能な国・都道府県等の補助制度、融資制度、税の減免措置 等

○関連する計画の基本事項（公的不動産の有効活用方針等）を記載

都市機能誘導区域（仮称）

居住誘導区域（仮称）

記載事項

都市再生特別措置法の一部改正法案（検討中）

17
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○民間事業者の資金や公的不動産を活用した都市機能の立地誘導等

(2)公的不動産を活用したまちづくりの推進
市役所、学校跡地等の公的不動産を有効に活用したまちづく
りを行う地方公共団体を支援

(1)生活サービス機能の立地誘導に係る助成・

金融支援の強化
民間事業者による都市の生活を支える機能（医療、福祉、子
育て支援、教育文化、商業等）の拠点への誘導のため、国によ
る助成や民都機構の金融支援を強化

『生活サービス機能の計画的な配置』
医療、福祉、商業等の機能の計画的な配置を推進

○地方都市
『人口密度の維持』
ある程度の人口密度の維持（全ての人を集めることを目指す訳ではな
い）

(4)景観形成・緑化推進を通じた魅

力・居住環境の向上
人口密度を維持するエリアにおける良好な景観
形成や緑化推進に係る取組を支援

(3)生活サービス機能の立地誘導を支える

公共交通等への支援強化
集積する生活機能等へのアクセスを確保するため、公共
交通や歩行空間の整備等への支援を強化

(5)生活サービス機能の郊外部からの移

転の促進
医療、福祉、教育文化施設等の郊外部からの移転の
促進のため、旧建物の除却・処分、移転跡地の緑地等
整備を支援

○大都市
高齢者の増加への対応

予算上の措置（平成２６年度予算案）
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１．都市再生に向けた取組

＜平成２６年度予算案新規事項＞

都市再生関連（都市機能立地支援事業の創設）

○生活に必要な都市機能（医療・社会福祉・教育文化・商業）

を 都市機能誘導区域（仮称）内へ集積するため、都市機能整備を実施
する民間事業者に対し、国から直接支援。（補助率1/2）

○地方公共団体からの支援額については、民間事業者に対する公有地
賃借料の減免額や固定資産税の減免額等を計上することが可能。

○「①低未利用地の活用」「②複数の敷地の集約・整序」「③既存建築

物の活用」「④複数の都市機能の整備」を行う事業については、

交付対象事業費の嵩上げを行い、民間負担を軽減。

〇地域特性に応じた支援タイプの整理
（人口密度維持タイプ、高齢社会対応タイプの創設）

その他施設

医療施設等

商業施設等

ＥＶ

・
階段
等

専有部整備費

共同施設整備費

土地整備費

用地取得費

設計費

○交付対象事業範囲○国からの支援のイメージ

地方公共団体

からの支援額
（Ａ）

補
助
基
本
額

2/3

1/3

1/2

1/2
国
費
対
象

（
Ｂ
）

交付対象事業

・（Ａ）と（Ｂ）のいずれか低い額が国からの支援額

・新設及び空きビル等既存建築物を
活用した都市機能整備に要する費用

②複数の敷地の集約・整序を行い、土地を
有効利用し、生活に必要な都市機能を整備

細分化された敷地に
建築物が立地

敷地を集約し、
医療施設を整備

①低・未利用地を活用し、土地を有効利用する
ことにより、生活に必要な都市機能を整備

まちなかに
低・未利用地が存在

低・未利用地を活用
し、教育施設を整備

③既存ストックの有効活用を図るため、コンバ
ージョンにより、生活に必要な都市機能を整備

核テナントが撤退し、
空きフロアが存在

既存ストックを活用し、
子育て支援施設や
社会福祉施設等を整備

④中心拠点の核の形成に向けて、生活
に必要な都市機能を複合整備

民間事業者がスーパー、公共が図書館を
整備し、官民連携して都市機能を確保都市機能誘導区域（仮称）

居住誘導区域（仮称）

都市機能誘導区域（仮称）外からの移転に
ついては、土地負担の増分の一部を支援

19
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※１．都市全体のＰＲＥ方針を含む。
※２．①高齢者密度（65歳以上の高齢者）が40人/ha以上、②バス・鉄軌道の停留所・停車場から半径1 00mの範囲内、③公共用地率15 %以上の区域内。
※３．立地適正化のためのマスタープランに位置付けられた医療施設、社会福祉施設、教育文化施設及び商業施設
※４．高齢者の相互交流や健康増進、生きがい活動を目的とした高齢者が交流する施設。
※５．緑地、広場、通路等の公共の用に供する敷地に相当する部分に限る。
※６．購入費は対象としない。
※７．民間事業者の場合、整備費の２３％。
※８．都市機能誘導区域（仮称）の外から中へ移転する場合、土地負担増分の一部に係る支援を措置。
※９．地方公共団体からの支援については、民間事業者に対する公有地賃借料の減免や固定資産税の減免等を行うものを対象とする。

都市機能立地支援事業（創設）
【補助金】

都市再構築戦略事業
（拡充＆事業名称変更）【交付金】

優良建築物等整備事業（拡充）
【交付金】

タイプ 人口密度維持タイプ 高齢社会対応タイプ 人口密度維持タイプ 高齢社会対応タイプ 人口密度維持タイプ 高齢社会対応タイプ

区域等
要件

立地適正化のためのマスタープラン （※１）
に定められた都市機能誘導区域（仮称）

立地適正化のためのマスタープラン
に定められた都市機能誘導区域（仮称）

立地適正化のためのマスタープラン
に定められた都市機能誘導区域（仮称）

三大都市圏の政令
市及び特別区を除く
・中心拠点区域
・生活拠点区域

・誘導施設（仮称）（※
３ ）の整備を行うも
の

※２

・高齢者交流施設
（仮称）（※４）の整
備を行うもの

三大都市圏の政令
市及び特別区を除く
・中心拠点区域
・生活拠点区域

・誘導施設（仮称）
（※３）の整備を行う
もの

※２

・高齢者交流施設
（仮称）（※４ ）の整
備を行うもの

三大都市圏の政令
市及び特別区を除く
・中心拠点区域
・生活拠点区域

・誘導施設（仮称）（※
３ ）の整備を行うも
の

※２

・高齢者交流施設
（仮称）（※４）の整
備を行うもの

交付対象
○民間事業者 （直接）
・設計費
・土地整備費
・共同施設整備費
・用地取得費（※５）
・専有部整備費（※７）
・賃借料

同左

①市町村
・施設の整備に
要する費用

②民間事業者 （間接）
・設計費
・土地整備費
・共同施設整備費
・用地取得費（※５）
・専有部整備費（※７）
・賃借料

同左

○地方公共団体
○民間事業者（間接）
・調査設計計画費
・土地整備費
・共同施設整備費
・用地取得費（※５）
・専有部整備費
（※６、※７）

同左

その他 ※８、※９ ※９ ※８ ※８

都市再生関連の支援制度の創設・拡充（平成26年度予算案）
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１．都市再生に向けた取組

都市再生における市街地再開発事業

市街地再開発事業の目的 権利変換手法により土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新を図る

21

都市再構築戦略における市街地再開発事業の役割

市街地再開発事業の実施による効果は､都市再興戦略の目指す集約型の都市構造の実現に貢献

・良好な都市型住宅の供給
・商業･業務･公益的施設の整備
・駅前広場、幹線道路・公園整備
・快適な歩行者空間の創出

・人口密度の維持
・都市機能の集約立地の推進
・高齢者が出かけやすいまちづくり

等

＜再開発の効果＞ ＜都市再興戦略の目的（抜粋）＞

○×駅

公益的施設

の立地

快適な歩行者

空間の創出

良好な都市型

住宅の供給

駅前広場、幹線

道路、公園整備

業務・商業・医療施設

の整備

公園、緑地､広場

の整備

＜整備イメージ＞

１．都市再生に向けた取組
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＜平成２６年度予算案拡充事項＞

都市再構築戦略関連（市街地再開発事業等の拡充）

市街地再開発事業及び防災街区整備事業の交付対象に都市機能誘導区域（仮称）における事業を追加する
とともに、立地適正化のためのマスタープランに位置付けられた事業について支援を強化することにより、都市
再興に向けた取り組みを促進する。

都市機能誘導区域（仮称）における事業
都市機能誘導区域（仮称）における

立地適正化のためのマスタープランに基づく事業

区域要件
鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が
片道３本以上）から半径１km、又はバス・軌道の
停留所・停車場（ピーク時運行本数が片道３本以
上）から半径500mの範囲内に限る。

次のすべての要件を満たすものに限る。
①人口集中地区（ＤＩＤ地区）内

（今後、直近の国勢調査の結果に基づく人口集中
地区に含まれると見込まれる区域も含む。）

②鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が
片道３本以上）から半径１km、又はバス・軌道の
停留所・停車場（ピーク時運行本数が片道３本以
上）から半径500mの範囲内

③公共用地率15％以上
（今後、公共用地率が15％以上となる ことが
確実である地域も含む）であること

施行区域面積
（※ ）

【都市局】
・5,000㎡以上に拡充
（原則は10,000㎡以上）

【住宅局】
・変更なし

【都市局】
・2,000㎡以上に拡充
（原則は10,000㎡以上）

【住宅局】
・1,000㎡以上に拡充
（原則は10,000㎡以上）

交付対象費用
・地域活性化プロジェクトの対象事業に追加する
ことにより共同施設整備費の一部を拡充する。

・同左

交付対象額 ・土地整備及び共同施設整備の対象額について、
係数1.20を乗じる

・土地整備及び共同施設整備の対象額について、
係数1.35を乗じる

※市街地再開発事業に限る
22

１．都市再生に向けた取組

＜平成２６年度予算案拡充事項＞

都市再構築戦略関連（市街地再開発事業等の拡充）

施行面積要件： 原則10,000㎡以上 → 原則5,000㎡以上 （都市機能誘導区域（仮称）内で公共交通要件を満たす事業）

原則10,000㎡以上 → 原則2,000㎡以上 （都市機能誘導区域（仮称）内で３要件を満たす、立地適正化のための

マスタープラン基づく事業）

都市機能誘導区域（仮称）内で３要件を満たす、

立地適正化のためのマスタープランに基づく事業

係数：１．２０
(事業者負担２割)

係数：１．３５
(事業者負担１割）事業者

1/5

事業者

1/5国2/5 地方2/5

国
2/5

地方
2/5

国
45/100

地方
45/100

事業者

10/100

国
45/100

地方
45/100

事業者

10/100

事業者
1/3

事業者
1/3

国
1/3

地方
1/3

国
1/3

地方
1/3

通常(事業者負担３割強)
支援イメージ ※事業費の嵩上げ対象は、

土地整備費及び共同施設整
備費のみ

都市機能誘導区域

（仮称）内で公共交通
要件を満たす事業

※都市局所管事業における

市街地再開発事業に限る

通常 地域活性化ＰＪ

調査設計計画 ○ 同左

土地整備 ○ 同左

共同施設整備 空地等 ○ 同左

供給処理施設 ○ 同左

その他の施設 ○ 一部拡充

◆都市機能誘導区域（仮称）

内で公共交通要件を満たす
事業を地域活性化プロジェ

クトの対象事業に追加
（ 立地適正化のためのマスタープランに
基づ く事業も含む）

交付対象額 ：

（ 共同施設整備費）（ 専有部分整備費等）

（ 土地整備費）

【３要件】 人口密度要件：人口集中地区（ＤＩＤ地区。見込み含む）内
公共交通要件：鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が片道3本以上）から半径1km、又はバス、軌道の停留所・停車場（同左）から半径500mの範囲内
公共用地率要件：公共用地率15％以上（確実であるもの含む）

交付対象費用：

補助対象 ： 都市機能誘導区域（仮称）内で公共交通要件を満たす事業を追加
※市街地再開発事業に限る

23
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＜平成２６年度予算案拡充事項＞

都市再構築戦略関連（都市機能の整備に関連する事業の対象区域の追加）
都市機能の集約化等による都市再興の取り組みを促進するため、住宅市街地総合整備事業、バリアフリー環境整備促進事業
及び防災・省エネまちづくり緊急促進事業等の都市機能の整備に関連する事業について、立地適正化のためのマスタープランに

基づく都市機能誘導区域（仮称）を対象区域に追加する。

対象事業

・優良建築物等整備事業（共同化タイプ、市街地環境形成タイプ、マンション建替タイプ）
・バリアフリー環境整備促進事業
・住宅市街地総合整備事業（拠点開発型、都市再生住宅等整備事業）
・防災・省エネまちづくり緊急促進事業

区域要件

立地適正化のためのマスタープランに基づく都市機能誘導区域（仮称）の内、次に掲げる要件を満たす区域

鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が片道３本以上）から半径１km、又はバス・軌道の停留所・停車場（ピー
ク時運行本数が片道３本以上）から半径500mの範囲内

■対象区域に立地適正化のためのマスタープランに基づく都市機能誘導区域（仮称）を追加

■優良建築物等整備事業の区域面積要件及び交付対象拡充要件の緩和

対象事業 優良建築物等整備事業

区域要件

立地適正化のためのマスタープランに基づく都市機能誘導区域（仮称）の内、次に掲げる要件を満たす区域

鉄道・地下鉄駅（ピーク時運行本数が片道３本以上）から半径１km、又はバス・軌道の停留所・停車場（ピーク
時運行本数が片道３本以上）から半径500mの範囲内

施行区域面積要件 原則：概ね1,000㎡ → 緩和：概ね500㎡

交付対象拡充要件 地域活性化プロジェクトの適用

24

都市機能の集約化等による都市再興の取り組みを促進するため、街なか居住再生ファンドの出資の対象区域に、立地適正化の
ためのマスタープランに基づく都市機能誘導区域（仮称）の追加を行う。

街なか居住の再生に資する活動拠点等の整備事業 街なか居住の再生に資する住宅等の整備事業

対象区域 都市機能誘導区域（仮称） 都市機能誘導区域（仮称）、居住誘導区域（仮称）

１．都市再生に向けた取組

≪移転誘導≫
都市機能を誘導すべき区域の外から内への事業用資産の買換特例
80％課税繰り延べ （３年間）

≪都市機能を誘導する事業の促進（協力者）≫

誘導すべき都市機能の整備の用に供する土地等を譲渡した場合の特例
①居住用資産を譲渡し、整備された建築物を取得する場合 （恒久措置）

買換特例 所得税 100%

②居住用資産を譲渡し、特別の事情により整備された建築物を取得しない場合

の所得税(個人住民税)の軽減税率 （恒久措置）

原則： 15% (5%) →6,000万円以下 10%(4%)

③長期保有（5年超）の土地等を譲渡する場合 （３年間）
・所得税(個人住民税) ：軽減税率 原則 15%(5%) →2,000万円以下 10%(4%)
・法人税：5％重課→5%重課の適用除外

都市再生推進法人（仮称）に土地等を譲渡した場合の特例
①長期保有（5年超）の土地等を譲渡する場合 （３年間）

上記③に同じ

②当該法人の行う都市機能の整備等のために土地等を譲渡する場合 （恒久措置）

1,500万円特別控除

≪都市機能を誘導する事業の促進（事業者）≫

都市機能とあわせて整備される公共施設、都市利便施設への固定資産
税等の課税標準の特例（5年間4/5に軽減)（２年間）

都市再興に向けた都市機能の整備のための特例措置の創設

（所得税・法人税・固定資産税等）

25

都市再興の実現に向けて、都市機能（医療、福祉、商業等）の計画的な配置等を推進するため、民
間事業者等による都市機能の整備等に対する課税の特例措置を講じる。

○地方都市では、今後、人口が急速に減少することにより、拡大し

た市街地に住民が点在して居住することになり、生活機能の低下、

地域経済・活力の衰退の恐れ。

現
状
・課
題

ある程度の人口密度を維持

（全ての人を集めることを目指す訳ではない）

税制改正要望の結果

都市再興の推進に向けた施策の方向性（地方都市の場合）

【日本再興戦略（平成25年6月14日閣議決定）（抄）（５．立地競争力の更なる強化）】

コンパクトシティの実現に向けて､支援措置や土地利用制度との組

合せによる民間を活用した住居や生活機能の街なかへの誘導､空き

地の集約化…（中略）…により､都市構造のリノベーションを推進する。

施策の背景

施
策
の
位
置
づ
け

地域の核となるエリアに都市機

能（医療・福祉・商業等）の計画
的な配置を推進

○総合的に診療を行う医療機能

等（各都市に１ないし若干数しか

立地しない医療機能等）

→既存ストックが充実している
エリアへ立地

○在宅医療・介護を支える訪問

看護・介護の機能等

→サービスが最も効率的に行
える都市内の 各地域の核となる

エリアへ立地

１．都市再生に向けた取組
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

２．市街地再開発事業等に関する最近の動き

26

【交付金制度の改廃】

Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５

社会資本整備総合交付金制度

27

２．再開発の最近の動き
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（単位：百万円）

区 分
26年度予算額（Ａ） 前年度（Ｂ） 倍率（Ａ/Ｂ）

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費

市街地再開発事業等 109,452 6,461 123,714 6,914 0.88 0.93

基本計画等作成等事業 0 0 30 15 - -

防災・省エネまちづくり緊急促進事業 109,452 6,461 123,684 6,899 0.88 0.93

注：市街地再開発事業等には、住宅街区整備事業、防災街区整備事業、都市再開発支援事業、
基本計画等作成等事業、バリアフリー環境整備促進事業を含む。

国費（社会資本総合交付金及び防災･安全交付金）

平成25年度補正予算案、26年度予算案概要

28

事 項 事業費 国費

社会資本総合整備 634,801 315,680

社会資本整備総合交付金 271,660 130,975

防災･安全交付金 363,141 184,705

（単位：百万円）

事 項 26年度予算額（Ａ） 前年度（Ｂ） 倍率（Ａ/Ｂ）

社会資本総合整備 1,996,419 1,949,089 1.02

社会資本整備総合交付金 912,362 903,136 1.01

防災･安全交付金 1,084,057 1,045,953 1.04

市街地再開発事業等（一般会計）（都市局及び住宅局）

２．再開発の最近の動き

平成25年度補正予算案

平成26年度予算案

（単位：百万円）

■交付対象事業
次の①から④のすべてを満たす市街地再開発事業及び防災街区整備事業を対象

①対象事業に関する都市計画が平成２５年３月３１日までに決定されていること
東日本大震災の復興事業（岩手県、宮城県、福島県に限る。）については、経済対策の決定時点までに都市計画決定しているものを対象とする。

②次のいずれかの要件を満たす事業であること

イ 事業計画等の予定から３月以上事業が遅延しており、かつ、着工に至っていないもの
ロ 工事着工後工事が停止しているもの
ハ 工事着工後工事が停止するおそれが高いと地方公共団体が認めるもの

③平成２６年３月３１日までに事業計画（資金計画を含む。）について地権者に
よる合意形成がなされているものであること

④平成２７年３月３１日までに着工することが確実と見込まれるものであること

■交付額
共同施設整備費を合計した額の３分の１。ただし、次のいずれか少ない額を限度。
東日本大震災の復興事業及び中心市街地活性化（係数１．２０）については５分の１、

中心市街地活性化(身の丈）、地方都市リノベーション事業及び防災再開発促進地区等内（係数１．３５）については１０分の１。

・建設工事費（施行者が国又は地方公共団体から交付される補助金又は
交付金の交付額を除く。）に対し、１００分の１１．５を乗じて得た額

・地権者が直近合意していた建設工事費から増額される額
（ただし、当該増額分のうち国又は地方公共団体の補助金又は交付金
の限度額を除く。）

■期 限
平成２７年３月３１日までに着工した事業について、その工事完了まで

＜支援のイメージ＞

国 １／３

地方 １／３

共
同
施
設
整
備
費

事
業
者
負
担
分

共同施設整備費の1/3
（ただし、事業者が負担する建設工事費の11.5%、
かつ、工事費の変更増額分を上限）

建設工事費の高騰により進捗が停滞している市街地再開発事業等について、国が緊急的に上乗せ支援を行い、
事業の進捗を図り、関連投資の活性化を図る。

＜平成２５年度補正予算案拡充事項＞

都市・地域再生緊急促進事業の拡充

29

２．再開発の最近の動き
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K3：国（１/３）

K2：地方（１/３）

S：組合等

本
体
工
事
費

付
帯
工
事
費

共
同
施
設

整
備
費

K3※

K2※

S※

K1※

K3：国（２/５）

K2：地方（２/５）

S：組合等

K3※

K2※

S※

K1※

K3：国（1/3）

K2：地方（1/3）

S：組合等

K3※

K2※

S※

K1※

Case.1
一般的な

事業の場合

Case.2
・中心市街地活性化

・復興
・地方都市リノベ

の場合

Case.3
防災・省エネ

まちづくり緊急
促進事業の

適用を受けている場
合

防災・省エネまちづくり緊急促進事業（選択１項目：5%）の場合
① 共同施設整備費の組合等負担額

＝K1＋K1※ ＝共同施設整備費×１／３

② 組合等負担額の11.5%相当額
＝｛（S＋S※ ）×0.95＋（K1＋K1※）｝×11.5%

③ 工事費増分のうち既存の補助金等が充当可能な費用を控除した額

＝S※×0.95 ＋K1※

注）補助額の率が3%の場合は0.97、7%の場合には、0.93となる。

増額前工事費 増分

本
体
工
事
費

付
帯
工
事
費

共
同
施
設

整
備
費

本
体
工
事
費

付
帯
工
事
費

共
同
施
設

整
備
費

受
入
済

控
除

受
入
済

控
除

受
入
済

控
除

受入済控除

（参考） 国費の額の算定方法（それぞれ①、②、③のいずれか少ない額）

① 共同施設整備費の組合等負担額

＝K1＋K1※ ＝共同施設整備費×１／３

② 組合等負担額の11.5%相当額
＝（S＋S※＋K1＋K1※）×11.5%
＝（本体工事費等＋共同施設整備費×１／３）×11.5%

③ 工事費増分のうち既存の補助金等が充当可能な費用を控除した額

＝S※＋K1※ ＝工事費増額分－（共同施設整備費増額分×２／３）

注）建設工事費のみが対象であり、調査設計計画費・土地整備費は含まない。

平成26年度中に契約・着工することが必要であり、工区割している場合は該当工区が対象。
従来の都市・地域再生緊急促進事業の適用を受けているものは対象外。

中心市街地活性化（交付対象事業費1.20倍）、復興の場合
① 共同施設整備費の組合等負担額

＝K1＋K1※ ＝共同施設整備費×１／５

② 組合等負担額の11.5%相当額
＝（S＋S※＋K1＋K1※）×11.5%
＝（本体工事費等＋共同施設整備費×１／５）×11.5%

③ 工事費増分のうち既存の補助金等が充当可能な費用を控除した額

＝S※＋K1※ ＝工事費増額分－（共同施設整備費増額分×４／５）

注）中心市街地活性化（身の丈）、地方都市リノベーショ ン事業、防災再開発促進地区等内

（交付対象事業費1.35倍）の場合は、1/5 → 1/10、4/5 → 9/10

K1：組合等（１/３）

K1：組合等（１/５）

K1：組合等（１/３）
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２．再開発の最近の動き

①都市機能の集約を図るための拠点の形成に貢献し、これを通じて、二酸化炭素
（CO2）の排出を抑制するものであると認められること。

→集約の拠点となる地域での実施、自動車交通量の減少によるCO2排出量の減少 等

②集約都市開発事業計画（特定建築物の整備に係る部分に限る。）が認定建築物の基

準に適合するものであること。

→低炭素建築物の認定にかかる省ｴﾈﾙｷﾞー 性能 等
③特定建築物の敷地又は特定公共施設において緑化その他の都市の低炭素化のた

めの措置が講じられるものであること。

→緑化等によるCO2吸収量の増加、ﾋー ﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ現象の緩和措置 等

④集約都市開発事業計画に記載された事項が当該集約都市開発事業を確実に遂行

するため適切なものであること。
→実現可能な施行予定期間、収支ﾊﾗ゙ﾝｽの取れた資金計画等

⑤当該集約都市開発事業の施行に必要な経済的基礎及びこれを的確に遂行するため

に必要なその他の能力が十分であること。

→事業者の資力、資金調達見込み 等

認定基準

医

職 住

医療・福祉施設

業務・商業施設 共同住宅

都市の拠点
区域に集約

<事業概念> <事業ｲﾒｰｼﾞ>

認定集約都市開発事業

都市の低炭素化の促進に関する法律に基づく低炭素まちづくり
計画の区域内において、
①病院、共同住宅など多数の者が利用する建築物及びその敷地
を整備するもの

②都市機能の集約を図るための拠点形成に資するもの
であるとして、市町村長が認定をする事業。

支援制度（補助、税制等）

■集約都市開発支援事業 （社会資本整備総合交付金）
認定集約都市開発事業及び同事業と関連して実施される事業とを一体

的に支援するため、平成24年度に創設
【交付対象事業】

集約都市開発支援事業計画
に位置づけられた、

①認定集約都市開発事業（認
定集約都市開発事業で市街地

再開発事業等の要件を満たす

もの）及び②関連事業

<支援ｲﾒｰｼﾞ>

■税制支援（平成25年度創設）
○住宅ローン減税（所得税最大減税額の引き上げ）及び登録免許

税の引下げ（低炭素建築物みなし）

○認定集約都市開発事業に係る買換特例等（居住用資産：100％
繰延べ等）（所得税、法人税等）

居住年
所得税最大減税額引上げ

（10年間）

～H26.3 300万円（一般：200万円）

H26.4～H29.12 500万円（一般：400万円）

登録免許税率
引下げ

保存登記 0.1％（0.15％）

移転登記 0.1％（0.3％）

（H26.3.31まで）（H29.12.31まで）

【平成25年度拡充】
「①認定集約都市開発事業」の
一部について、地域要件及び

地区面積要件を緩和

31

■容積率の特例
低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）設置部分について通常の建築

物の床面積を超える部分（延べ面積の1/20を上限）を容積率に算入しないこ
とができる

低炭素まちづくりの支援について
２．再開発の最近の動き
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【集約都市開発事業に対する支援強化】（平成25年度）

（１）集約都市開発支援事業の拡充
集約都市開発支援事業の要素事業のうち認定集
約都市開発事業（優建型）及び認定集約都市開発
事業（暮らにぎ型）について、地域要件・区域面積要
件を緩和。

（２）防災・省エネまちづくり緊急促進事業の
拡充

防災性能や省エネルギー性能の向上といった緊急的
な政策課題に対応した質の高い施設建築物等を整備す
る際に国が特別の助成を行う「防災・省エネまちづくり緊
急促進事業」の
対象事業に、「認定
集約都市開発事業
（集約都市開発支援
事業の助成を受け
るものに限る。）」
を追加。

（３）都市再生整備計画事業の拡充
都市の低炭素化の促進に関する法律第２条第２項に規定する「低炭素まちづくり計画」に位置づけられた事業の
円滑かつ迅速な実施により、都市の低炭素化を一層推進するため、一定の要件のもとで、都市再生整備計画事
業による支援を強化。（交付率の嵩上げ４０％→４５％）

32

２．再開発の最近の動き

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

３．東日本大震災への対応

33
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34

○国土交通省が市街地復興構想案検討の支援を行った４３市町村のうち、３２市町村で地区別の復興構想案を検討・提示。

○復興構想案において、これまでに提示された復興パターンは、「A：移転」、「B：現地集約」、「C：嵩上げ」、「D：移転＋嵩上げ」及び
「E：現地復興」の５パターン。

○約６割の地区で「移転」、約２割の地区で「現地復興」、残りの地区で「現地集約」や「嵩上げ」、「移転＋嵩上げ」を採用。

：市街地復興構
想案検討の支
援を行った43市
町村

青森県

岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

Ａ：移転

今次津波による浸水区域の中で、居
住を認めない区域を設定し、浸水区域
外へ住宅を移転。

移転

居住に

適さない
区域

移転先

今次津波による浸水区域

海岸堤防等

Ｂ：現地集約

今次津波による浸水区域の中で、海
岸堤防や二線堤等の整備により津波に
対する安全性が高められた区域に居住
地を集約。

今次津波による浸水区域

二線堤等

安全性が

高まった区域

居住に

適さない
区域

集約

海岸堤防等

Ｃ：嵩上げ

今次津波による浸水区域の中の一部
の区域を嵩上げし、そこに居住地を集
約。

今次津波による浸水区域

居住に

適さない
区域

集約

宅地を盛土で

嵩上げした区域

海岸堤防等

Ｅ：施設等整備による現地復興

海岸堤防等の整備により津波に対す
る安全性を確保した上で、基本的に被
災前と同じ位置に住宅を再建。

今次津波による浸水区域

基本的に被災前と

同じ位置に住宅を再建

海岸堤防等

Ｄ：移転＋嵩上げ

移転と嵩上げの組合せ。住宅の区域
外への移転と、区域内での嵩上げ区域
への集約を同時に実施。

移転

居住に

適さない
区域

移転先

今次津波による浸水区域

集約

宅地を盛土で
嵩上げした区

域

海岸堤防等

復興手法 市町村数 地区数

Ａ：移転 ２５ １２７ （ 61%）

Ｂ：現地集約 ３ ６ （ 3%）

Ｃ：嵩上げ ７ １９ （ 9%）

Ｄ：移転＋嵩上げ １２ １８ （ 9%）

Ｅ：現地復興 １６ ３８ （ 18%)

計 ２０８ (100%)

移転しない区域

・個別再建
・嵩上げしない面
整備 等

津波被災市街地の復興構想案の概要（復興パターンの整理・分析）
３．東日本大震災への対応

東日本大震災への対応

35

今後の国土交通省の取り組み

市町村への人的支援

○ 他の市町村職員等の派遣斡旋する仕組みの構築
・ 岩手、宮城、福島県の各市町村における必要人員の把握

・ 人的支援の要請、派遣及びその調整を行い、まちづくり分野について、他の市町村職員
等の派遣を斡旋（平成24年4月に168人を派遣）
※現在は総務省が一元的に対応（平成25年12月1日時点で1,283人（全職種計）を派遣）

○ 民間等への事務業務委託の推進（新CM方式など）

業務の軽減化支援

技術的助言

○ 各種事業（土地区画整理事業、防災集団移転促進事業）の組み合わせによる効率的な
復興事業推進に 関するガイダンス等の提示

ＵＲによる支援

○ 被災市町村におけるコーディネイトや具体の事業化支援を行うため、被災３県の震災
復興支援事務所への派遣も含めて、Ｈ２６年１月現在３２９名体制の組織で活動

（UR都市機構HPより）

３．東日本大震災への対応
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36

(参考)東日本大震災復興交付金・社会資本整備総合交付金等の関係
３．東日本大震災への対応

文部科学省

1 公立学校施設整備費国庫負担事業（公立小中学校等の新増築・統合）

2 学校施設環境改善事業(公立学校の耐震化等)

3 幼稚園等の複合化・多機能化推進事業

4 埋蔵文化財発掘調査事業

厚生労働省

5 医療施設耐震化事業

6 介護基盤復興まちづくり整備事業(「定期巡回・随時対応サービス」や「訪問看護ステーション」の整備等)

7 保育所等の複合化・多機能化推進事業

農林水産省

8 農山漁村地域復興基盤総合整備事業（集落排水等の集落基盤、農地等の生産基盤整備等）

9 農山漁村活性化プロジェクト支援(復興対策)事業（被災した生産施設、生活環境施設、地域間交流拠点整備等）

10震災対策・戦略作物生産基盤整備事業（麦・大豆等の生産に必要となる水利施設整備等）

11被災地域農業復興総合支援事業（農業用施設整備等）

12漁業集落防災機能強化事業（漁業集落地盤嵩上げ、生活基盤整備等）

13漁港施設機能強化事業（漁港施設用地嵩上げ、排水対策等）

14水産業共同利用施設復興整備事業（水産業共同利用施設、漁港施設、放流用種苗生産施設整備等）

15農林水産関係試験研究機関緊急整備事業

16木質バイオマス施設等緊急整備事業

国土交通省

17道路事業（市街地相互の接続道路）

18道路事業（高台移転等に伴う道路整備（区画整理））

19道路事業（道路の防災・震災対策等）

20災害公営住宅整備事業(災害公営住宅整備事業、災害公営住宅用地取得造成費等補助事業等)

21災害公営住宅家賃低廉化事業

22東日本大震災特別家賃低減事業

23公営住宅等ストック総合改善事業（耐震改修、エレベーター改修）

24住宅地区改良事業（不良住宅除却、改良住宅の建設等）

25小規模住宅地区改良事業（不良住宅除却、小規模改良住宅の建設等）

26住宅市街地総合整備事業（住宅市街地の再生・整備)

27優良建築物等整備事業（市街地住宅の供給、任意の再開発等）

28住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）
29住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業）

30造成宅地滑動崩落緊急対策事業

31津波復興拠点整備事業

32市街地再開発事業

33都市再生区画整理事業（被災市街地復興土地区画整理事業等）

34都市再生区画整理事業（市街地液状化対策事業）

35都市防災推進事業（市街地液状化対策事業）

36都市防災総合推進事業（津波シミュレーション等の計画策定等）

37下水道事業

38都市公園事業

39防災集団移転促進事業

環境省

40低炭素社会対応型浄化槽等集中導入事業

37

東日本大震災復興交付金について

○ 東日本大震災により、著しい被害を受けた地域において、災害復旧だけでは対応が困難な市街地の再生等の復興地域づくりを、
一つの事業計画の提出により一括で支援。

○ 復興地域づくりに必要な事業の幅広い一括化、自由度の高い効果促進事業、全ての地方負担への手当て、基金による執行の弾
力化等、既存の交付金等を超えた極めて柔軟な制度。

参考：東日本大震災復興特別区域法（抄）
第七十七条 特定地方公共団体である市町村（以下この章において「特定市町村」という。）は単独で、又は、特定市町村と当該特定市町村の存する都道県（次節において「特定都道

県」という。）は共同して、東日本大震災により、相当数の住宅、公共施設その他の施設の滅失又は損壊等の著しい被害を受けた地域の円滑かつ迅速な復興のために実施する必要がある
事業に関する計画（以下この章において「復興交付金事業計画」という。）を作成することができる。

・被災自治体の復興地域づくりに必要なハード事業を幅広く一
括化（５省40事業→右表参照）。

・基幹事業に関連して自主的かつ主体的に実施する事業

・ 使途の自由度の高い資金により、ハード・ソフト事業ニーズに
対応
（補助率80％、基幹事業費の35％を上限）

・①及び②により地方の負担は全て国が手当て
① 基幹事業に係る地方負担分の50％を追加的に国庫補助

② 地方負担分は地方交付税の加算により全て手当て

・市町村の復興交付金事業計画全体（関連する県事業を含む）をパッ
ケージで復興局、支所等に提出

・事業間流用や基金の設置、交付・繰越・変更等に係る諸手続の

簡素化

基幹事業

効果促進事業等（関連事業）

地方負担の軽減

執行の弾力化・手続の簡素化

３．東日本大震災への対応
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38

復興交付金事業の進捗状況について（H25.11月末時点）

○ 事業費 3兆288億円 国費 ２兆4,397億円

平成25年度予算 事業費 7,397億円 国費 5,918億円

復興交付金の予算規模

うち、平成23年度第３次補正予算 事業費１兆9,307億円国費 １兆5,612億円

平成24年度予算 事業費 3,584億円 国費 2,868億円

（復興庁ホームページより）

３．東日本大震災への対応

39

（平成23年度第3次補正予算）（再開発関連）

○復興交付金事業（基幹事業４０事業）へ位置づけ、下記のとおり拡充。
①非常災害時補助率の適用及び適用期間の延長 【通常】１／３→【特例】２／５

※適用期間：東日本大震災発生日より平成２８年３月３１日まで

②地区面積要件の緩和 【通常】原則10,000㎡以上→【特例】原則2,000㎡以上
③交付対象事業費の拡充
災害時に活用可能な集会所等の整備費、防災性能強化費等を交付対象事業に追加

復興に係る制度拡充等について

市街地再開発事業（災害復興市街地再開発事業）

優良建築物等整備事業

○復興交付金事業（基幹事業４０事業）へ位置づけ、下記のとおり拡充。
＜各タイプの共通事項＞
①非常災害時補助率の適用及び適用期間の延長 【通常】１／３→【特例】２／５

※適用期間：東日本大震災発生日より平成２８年３月３１日まで

②地区面積（原則として敷地に接する道路の中心線以内の地区面積）要件の緩和
【通常】原則1,000㎡以上（既存ストック再生型は300㎡）

→【特例】原則500㎡以上又は敷地面積300㎡以上（既存ストック再生型は変更なし）
③交付対象事業費の拡充
防災性能強化工事費、公共用通路整備費、避難設備設置費、消火設備及び警報設備設置費、
監視装置設置費を交付対象事業に追加

＜マンション建替タイプ＞
【通常】区分所有者数10名以上
→【特例】区分所有者数10名以上、ただし地区面積1,000㎡未満のものは５名以上

３．東日本大震災への対応
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40

（平成23年度第3次補正予算）（再開発関連）

○復興交付金事業（基幹事業４０事業）へ位置づけ、下記のとおり拡充。
①国費率の嵩上げ
・市街地住宅等整備事業の共同施設整備等及び公共空間等整備
【通常】１／３→【特例】２／５

・居住環境形成施設整備事業の地区公共施設等整備 【通常】１／３→【特例】２／５
・居住環境形成施設整備事業の老朽建築物等除去 【通常】１／３→【特例】２／５

復興に係る制度拡充等について

住宅市街地総合整備事業

住宅・建築物安全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）

○復興交付金事業（基幹事業４０事業）へ位置づけ、下記のとおり拡充。
・耐震改修促進計画において、平成２８年３月３１日までに沿道建築物の耐震化を図るべき
緊急輸送道路・避難路として位置づける期間の延長 H23.3.31→ 【延長】H26.3.31

住宅・建築物安全ストック形成事業（がけ地近接等危険住宅移転事業）

○復興交付金事業（基幹事業４０事業）へ位置づけ、下記のとおり拡充。
①国費率
１／２（復興交付金と交付税により全額国費）

②交付限度額
・除去等費：７８０千円
・建設助成費（利子補給）

【通常】４，０６０千円／戸 → 【特例】７，０８０千円／戸
（建物3,100千円/戸、土地960千円/戸） （建物4,440千円/戸、土地2,640千円/戸）

３．東日本大震災への対応

住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた取組の進捗状況
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３．東日本大震災への対応
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住宅再建・復興まちづくりの加速化措置【第３弾】

42

＜H25.10.19公表＞

３．東日本大震災への対応

住宅再建・復興まちづくりの加速化措置 【第４弾】

43

＜H26.1.9公表＞

３．東日本大震災への対応



23

想定 進捗状況

防災集団移転促進事業 335地区注1） 大臣同意 335地区注1） 工事着手注2） 215地区

土地区画整理事業 51地区注1） 都市計画決定 51地区
事業化の段階に達している地区

48地区注3）

津波復興拠点整備事業 23地区注4） 都市計画決定 18地区 事業認可 17地区

市街地再開発事業 6地区 都市計画決定 2地区 事業認可 2地区

注1） 茨城県の2地区を含む。
注2） 造成工事に着手した地区数。
注3） 事業認可済、事業認可手続き中、緊急防災空地整備事業着手済の地区を計上。
注4） 第1次～第７次の復興交付金が交付された地区数を計上。（岩手県、宮城県、福島県）

【復興整備の進捗状況】

復興整備進捗状況（平成25年12月末時点）

44

【市街地再開発事業実施地区（予定地区を含む）】

県 市 地 区 名 進 捗

宮城県 石巻市 中央三丁目１番 都市計画決定（H24.11.22）、組合設立認可（H25.5.31）

宮城県 石巻市 立町二丁目５番 都市計画決定（H25.3.22）

宮城県 石巻市 中央一丁目１４・１５番 都市計画決定（H25.10.25）

宮城県 塩竃市 海岸通1番2番 都市計画決定前

宮城県 名取市 増田 都市計画決定前

福島県 須賀川市 須賀川市八幡町 都市計画決定（H25.3.29）、事業計画決定（H25.9.17）

※復興交付金の配分を受けた地区（第７回配分まで）

３．東日本大震災への対応

市街地再開発事業検討地区事例①（宮城県石巻市）

○津波により被害を受けた地区の恒久的な住まい、にぎわいのある中心市街地を再生させるた

め、衣食住が揃う暮らしやすい市街地を整備。

石巻駅

中央三丁目1番地区

【事業概要（中央三丁目1番地区）】

 施行面積 ：約０．５ha

 施行期間 ：平成２５年度～平成２６年度

 施 行 者 ：市街地再開発組合

 整備概要 ：共同住宅、商業施設等

津波の危険を避けるために、１,２階部分をピロティ形式

として、１,２階を店舗と駐車場とし、３階部分を人工地

盤として３階以上に住宅を整備

位置図

完成イメージ

３．東日本大震災への対応

45



24

市街地再開発事業検討地区事例②（福島県須賀川市）

【事業概要（須賀川市役所周辺地区）】

 施行面積 ：約２．９ha

 施行期間 ：平成２５年度～２７年度

 施 行 者 ：須賀川市

 整備概要 ：市庁舎等

○震災を踏まえ、市民の安全・安心の確保を含めた防災・減災の観点から、市庁舎の耐震強化な

どの防災機能を充実させるとともに、敷地内にある公民館や図書館機能の移転を含め、都市機

能の充実強化を進める
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整備イメージ

３．東日本大震災への対応


